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Motivated Agentsの検証：日本の介護従事者のケース 

 

 

加藤善昌 

 

要旨 

 

 本稿は日本の介護従事者を対象として，”Motivated Agents”を検証した論文であ

る．”Motivated Agents”とは，利他的動機や内発的動機といった非貨幣的要因に強く動機づ

けられた労働者である．そして先行研究では，非営利組織や公共機関の労働者に多くみら

れることが指摘されている．本稿では『介護労働実態調査』の 2016年度版の労働者データ

を用いて，”Motivated Agents”の存在を検証した．実証分析として，介護従事者の現在の就

業先の法人形態を被説明変数とし，介護従事者の就業理由から因子分析で抽出した因子を

説明変数とし，多項ロジットによって推定した．分析の結果，以下のことが判明した．ま

ず，非貨幣的要因は就業先の選択において，労働者に直接的には影響しない．しかし，そ

の一方で，企業理念への共感は労働者に影響を与える．さらに，この傾向は，利潤以外の

理念を目的とする非営利組織や公共機関の労働者よりも，利潤をおもな目的とする営利企

業の労働者の方で観察されやすい． 
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1. はじめに 

 

 日本における介護産業の重要性と，介護従事者の離職率の高さが指摘されて久しい．一

時期に比較すると離職率は低くなったが，それでも平成 28 年度の時点で 16.7%と高い水準

である1．また，高齢化率の今後の傾向を考慮すると，介護産業における労働供給の安定化

は依然として重要な政策課題である． 

 日本の介護産業を対象とした研究は，2000 年代以降積極的に展開されてきた．そして，

職務満足度の分析を通じて，賃金以外の要因も介護従事者の意思決定に対して大きな影響

を与えることが明らかになってきた2．しかし，労働者の動機とかれらの就業先の選択の関

係について分析した研究はほとんどない．本稿はこの関係に注目して実証分析を行う． 

 本稿で判明したことは以下である．まず，組織の理念に対する共感は，労働者の就業選
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択に影響を与える．そして，この傾向は利潤以外の理念を目的とする非営利組織や公共機

関の労働者よりも，利潤をおもな目的とする営利企業の労働者において観察されやすい． 

 

2. 先行研究 

 

 公共サービスに従事する労働者を対象とした研究において，Timothy Besley と Maitreesh 

Ghatak が提示した”Motivated Agents”というものがある3．これは，職務への自発的な意欲で

ある内発的動機や他者への思いやりなどの利他的動機といった，非貨幣的要因に強く動機

づけられている被雇用者を示すものである．そして，そのような労働者は利潤以外の要素

を目的とする非営利組織に就業し，組織の目的に共感しながら高い労働力を供給するとい

うのが Besleyと Ghatakの指摘である． 

 “Motivated Agents”は，公共性の強いサービスでは労働供給の重要な主体である．そして

海外では，教育や福祉などの産業において，労働者の公共心の高さと生産性の高さの関係

が検証されている4．しかし日本では，”Motivated Agents”を検証した研究はほとんど存在し

ない．よって本稿では，法人形態が多様である介護産業を分析対象として，労働者の就業

理由と就業先の法人形態の関係に注目して”Motivated Agents”を検証する．また，内発的動

機や利他的動機といった非貨幣的要因が，介護従事者の就業先の選択にどの程度影響して

いるかという点にも注目する． 

 

3. 方法 

 

 本稿では，介護労働安定センターによって集計された『介護労働実態調査』の 2016 年度

版の労働者個票データを使用する．このデータは，厚生労働省の委託のもとで毎年調査さ

れているものである．なお，2016 年度版の調査対象数は事業所が 17641 事業所で労働者が

52932 人であり，有効回答数はそれぞれ 8993事業所と 21661 人であった． 

 “Motivated Agents”を検証するため，本稿では以下の式を多項ロジットで推定する． 

 

𝑃𝑖𝑗 = 𝐹(𝑀𝑜𝑡𝑖𝑣𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑖
′𝛽1 + 𝑋𝑖

′𝛽𝐾)   𝑗 = 𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡, 𝑁𝑜𝑛 𝑝𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡, 𝑃𝑢𝑏𝑙𝑖𝑐 

 

 左辺は被説明変数であり，労働者𝑖の就業先の法人形態𝑗を示す確率変数である．表 1はこ

れらの法人形態の集計結果と内訳である．法人形態はそれぞれ，「営利企業 (𝑃𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡)」と「非

営利組織(𝑁𝑜𝑛 𝑝𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡)」，「公共機関 (𝑃𝑢𝑏𝑙𝑖𝑐)」の三つである． 

 

表１ 法人形態一覧 

 
3 Besley and Ghatak, 2005 を参照． 
4 Dur and Zoutenbier, 2015を参照． 
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そして，右辺の第一項は労働者𝑖の就業動機を表すベクトルである．これは，「現在の就業

先を選んだ理由は何ですか」という質問に対する答えであり，計 14項目である．そして本

稿では，これらの動機の潜在的な構成要素を確証的因子分析によって分析し，それらをお

もな説明変数として多項ロジットで推定を行う．表２は就業動機の一覧である． 

 

表２ 現在の法人に就職した理由 

 

 

最後に，右辺の第二項は制御変数を示すベクトルである．本稿では労働者の月収と一週

間の労働時間，そして年齢と経験年数，勤続年数を使用した5．また，労働者の学歴や性別，

現在の就業先に新卒で就職したかどうか，さらに，調査時点における就業形態とおもな職

種についても，それぞれダミー変数を設定して推定を行った． 

 

4. 結果 

 

4.1 因子分析 

 
5 欠損値を考慮して，賃金は月収，労働時間は１週間あたりのものを使用した． 



 

 

4 

 

 

表３ 就業動機と因子負荷行列 

 

 

 まず，表３の因子分析の結果からみていく．なお，因子分析は最尤法を用い，さらに，

因子間の相関を考慮して回転方法はプロマックス法を用いた．そして，共通性と独自性の

値を考慮して因子数は５つとした．まず因子１は，5番目の「法人の方針や理念に共感した

から」や 10番目の「教育水準等が充実しているから」との因子負荷量が高い．よって因子

１は，「組織理念に対する評価」とする．つぎに因子２は，4 番目の「資格・技能を活かせ

るから」と７番目の「通勤が便利だから」との因子負荷量が高い．ゆえに因子２は，「アビ

リティーの発揮・活用」とする。 

そして因子３は，6 番目の「経営が健全で将来的に安定しているから」と 11 番目の「福

利厚生」との因子負荷量が高い．したがって因子３は，「組織運営に対する評価」とする．

さらに因子４は，2 番目の「働きがいのある仕事だと思ったから」と３番目の「人や社会の

役に立ちたいから」の因子負荷量が高い傾向にある．よって因子４を，「内発的・向社会的

動機」とする．最後に因子５は，８番目の「労働日・労働時間が希望と合っているから」

と１２番目の「子育て支援が充実しているから」の因子負荷量が高い．ゆえに因子５を，「働

きやすさ」とする． 

 

4. 2. 推定結果 

 

表４ 多項ロジットによる就業先の推定結果 
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 表４は多項ロジットによる推定結果である6．まず月収は，公共機関のみで統計的有意性

を示したが，限界効果はきわめて小さいものであった．そして，５つの因子のうちで統計

的有意性を持つものは，因子１の「組織理念への評価」と因子３の「組織運営に対する評

価」であった．さらに，限界効果の符号についてみてみると，因子１は営利企業のみが正

であった．一方，因子３は対照的に営利企業のみが負であった． 

 これらの結果より，就業先の選択において，営利企業の労働者は非営利組織や公共機関

の労働者よりも，企業理念への共感を重視していると考えられる．一方，非営利組織や公

共機関の労働者は営利企業の労働者よりも，組織運営の評価を重視していると考えられる．

さらに，内発的動機や向社会的動機は，就業先の法人形態の違いに対して影響を与えてい

ないことが示唆されている．これらの結果は，海外の先行研究とは異なる． 

 

5. 結論 

 

 本稿の分析結果が海外の先行研究と異なる理由として，以下が考えられる．それは，就

業先の選択における労働者の評価基準である．日本の労働者は，就業先の企業理念を重視

するとしても，それを職務や社会に対する自身の価値観と結び付ける傾向が弱いと考えら

れる．さらに，営利企業も利潤以外の企業理念を重視するようになりつつある7．その結果，

 
6 因子を用いずに就業理由をダミー変数で設定して行った推定も，ほぼ同様の結果を示した． 
7 ただし，Benabou and Tirole, 2010でも指摘されているが，これは世界的な傾向である． 
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現在の日本の介護産業では，営利企業の労働者の方が非営利組織や公共機関の労働者より

も，企業理念への共感に影響されやすくなっていると考えられる．したがって，営利企業

において離職率を低下させて労働供給を安定させるためには，企業理念に対する教育の機

会を積極的に提供することが有効であるだろう． 

 今後の分析課題として以下の点があげられる．まず，”Motivated Agents”の動機である．

介護従事者の動機についてより精緻に分析することが，今後の研究においては必要である．

また、法人形態を三つとして分析を行ったが，この分類も改善する必要がある．特に，多

様化が進んでいる「非営利組織」については，より詳細に分類することが重要だろう． 
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